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METI 経済産業省

米国日本

市場規模 ７００兆円 １３００兆円
ＥＣ規模 １９０兆円 １８５兆円
電子化率 ２７％ １４％

市場規模 ２８０兆円 ３７０兆円
ＥＣ規模 ５．６兆円 １６兆円
電子化率 ２．１％ ４．３％

米国日本

Ｂ２Ｂ-EC Ｂ２Ｃ-EC

米国を上回るB2B電子商取引市場規模

１９０兆円 １８５兆円

ＯＥＣＤによる広義
の定義に基づく比較

（注）数値は2004年度
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METI 経済産業省＜参考＞電子商取引の市場別規模

電子商取引の市場規模
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（出所）2004年度国際ＩＴﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ調査研究

米国市場の約７割
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METI 経済産業省

日 本 米 国

１．系列取引の存在
・大企業のリーダーシップ
・SCMによる業務効率向上
→中小企業のＥＣ化

２．集積度の高い産業
（すり合わせ型モノ
づくり）

・地域密着の産業
・自動車産業など

３．商社の存在
・大企業と中小企業とのEC
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ的存在

１．系列取引が少ない

２．モジュール的組み
合わせ型事業

３．大事なことは電話
等でという文化

◎中小企業の他、大企
業でもＥＣ導入が浸
透せず

日米逆転の背景事情

（注）関係者による感触。今後精査検証が必要。
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METI 経済産業省

ＥＤＩは、「電子メール」に次ぐ企業間連携手段として、重要な位置付け

0 25 50 75

データベース接続による業務連携

インターネット以外のEDI

インターネットEDI等

ＥＤＩ

電子メール

FAX（コンピュータと連動）

平成15年度のＢｔｏＢ等における電子化／ネットワーク化の実施状況

[ 利用の割合　％ ]

34.9%

71.6%

61.76%

48.1%

27.5%

30.4%

［電子化・ネットワーク化の手段］

出所：平成１６年情報処理実態調査（経済産業省）

企業間連携の現状

情報システムの適用範囲の推移
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社内システム(73.0％）

社内システム(76.2％）

社内システム( 75.1％）

社外システム(27.0％）

社外システム(23.7％）

社外システム(24.9％）

[調査期間]

・企業における情報システムの適用範囲は、グループ企業内での関連会社横断的なシステム導入
や取引先を含めた企業横断的な社外システムの構築に増加がみられ、全体最適に向けた取り組
みに進展がみられる。

・特にＥＤＩは、電子メールに次ぐ企業間連携手段として、重要な位置付けにある。

出所：平成１６年情報処理実態調査（経済産業省）
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METI 経済産業省着実に進展する電子商取引

企業間電子商取引規模等の推移
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ＥＣ化率

・B2B： １０３兆円/平成16年度（e-Japan戦略の目標値：７０兆円）
・B2C： ６兆円/平成16年度（e-Japan戦略の目標値： ３兆円）
・C2C：７８４０億円/平成16年度 (e-Japan戦略の目標値：なし）
・国際的に見ても、我が国は世界を代表する電子商取引活用国家へと発展

・B2B： １０３兆円/平成16年度（e-Japan戦略の目標値：７０兆円）
・B2C： ６兆円/平成16年度（e-Japan戦略の目標値： ３兆円）
・C2C：７８４０億円/平成16年度 (e-Japan戦略の目標値：なし）
・国際的に見ても、我が国は世界を代表する電子商取引活用国家へと発展

出所：情報経済ｱｳﾄﾙｯｸ2005
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METI 経済産業省
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自動車・ＩＴ機器分野で進展する電子商取引①
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METI 経済産業省
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2004年における日米BtoB 分野でのカテゴリー別EC化率

日本

○全般的に日本のECが米国よりも普及している
○日本は、「自動車」、「電子・情報関連機器」の普及が進んでいる

自動車・ＩＴ機器分野で進展する電子商取引②
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METI 経済産業省

食品
15.0%

化学

13.3%

鉄・非鉄・原材料
6.9%

電子・情報関連機器

18.6%

情報処理・ソフトウェ

ア
2.5%

その他サービス

1.4%

紙・事務用品

2.4%

運輸・旅行サービス
2.6%

通信・放送サービス

0.2%

産業関連機器・精密

機器

6.2%

自動車

25.4%

繊維・日用品

5.6%

食品, 14.2%

化学, 24.8%

電子・情報関連機器, 

9.6%

運輸・旅行サービス, 

1.4%

通信・放送サービス, 

0.1%

情報処理・ソフトウェ

ア, 0.5%

その他サービス, 1.5%

紙・事務用品, 2.9%

鉄・非鉄・原材料, 

6.4%

繊維・日用品, 4.5%自動車, 12.5%

産業関連機器・精密

機器, 21.5%

2004年における日米BtoB 分野でのカテゴリー別構成比率

日本（建設、電力等、金融除く） 米国（建設、電力等、金融除く）

○日本は「自動車」、「電子・情報関連機器」の構成比率が大きい
○米国は「化学」、「産業関連機器・精密機器」の構成比率が大きい

自動車・ＩＴ機器分野で進展する電子商取引③
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METI 経済産業省

新ビジネスモデルの新ビジネスモデルの
創造創造

コストのコストの
低減低減

顧客サービスの顧客サービスの
向上向上

環境保護・ＣＳＲの環境保護・ＣＳＲの
強化強化

顧客ニーズの顧客ニーズの

多様化多様化

アジア企業の台頭アジア企業の台頭
による競争激化による競争激化

新市場の新市場の
開拓開拓

ＩＴ技術の進展に即応したＩＴｼｽﾃﾑ投資の転換ＩＴ技術の進展に即応したＩＴｼｽﾃﾑ投資の転換
①部分最適→全体最適、②「量」→「質」、③効果の可視化①部分最適→全体最適、②「量」→「質」、③効果の可視化

「選択と集中」によ「選択と集中」によ

る事業再構築る事業再構築

「安心・安全」「環「安心・安全」「環
境」等の重視境」等の重視

わが国産業の抱える課題と企業間連携

激変する事業環境
①経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化、②市場のﾓｼﾞｭｰﾙ化、③ﾗｲﾌｻｲｸﾙの超短期化
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METI 経済産業省
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新しい段階の
企業連携へ

新しい段階の新しい段階の
企業連携へ企業連携へ

ネットワーク化
企業間情報交換

ネットワーク化
企業間情報交換

業種の拡大
ＢｔｏＣへの拡大

業種の拡大
ＢｔｏＣへの拡大

企業間情報共有
による全体最適化

企業間情報共有企業間情報共有
による全体最適化による全体最適化

（十億円） 民間情報化投資の推移民間情報化投資の推移

（出典：情報通信白書）

平成

情報化投資の新たなステージ

①リテラシーフリー
②フォーマットフリー
③テクノロジーニュートラル
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METI 経済産業省情報化政策の変遷

• 電子工業の重点化（←重化学工業）
１９５７年：電子工業振興臨時措置法

• 電子工業と機械工業の融合（国内産業の育成と保護）
１９７１年：特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法

• ハードとソフトの融合（ソフトウェア産業の育成）
１９７８年：機械情報産業高度化促進臨時措置法

• ＩＴとサービスの融合（eサービスの発展）

• 電子工業の重点化（←重化学工業）
１９５７年：電子工業振興臨時措置法

• 電子工業と機械工業の融合（国内産業の育成と保護）
１９７１年：特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法

• ハードとソフトの融合（ソフトウェア産業の育成）
１９７８年：機械情報産業高度化促進臨時措置法

• ＩＴとサービスの融合（eサービスの発展）
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■リアルとネットの市場比率■リアルとネットの市場比率■インターネット関連サービス市場（■インターネット関連サービス市場（20042004年）年）



12

METI 経済産業省ネット関連サービスの成長

規格の収斂、標準化による市場化多様な参入者電子書籍

資格取得やスキル獲得の評価と人事
反映ポリシーの確立

語学講座、資格講
座

eラーニング

モバイル市場の拡大、ゲームの種類
範囲の拡大（３Ｄ、複数人参加型等）

ゲーム機＋ＰＣ、カ
ジュアルゲーム、対
戦型ゲーム

オンラインゲーム

長時間映画やネット専用コンテンツの
充実、広告との連合

ニュース、スポーツ、
ショートフィルム

映像ネット配信

曲の検索容易性の向上、音楽ライフ
をサポートする著作権処理

着メロ、着うた音楽ネット配信

音楽・ゲーム・動画フルブラウザ化や
ワンセグ放送等を含めたコンテンツの
充実

交通系、ニュース、
エンターテインメント

携帯コンテンツ配信

検索型消費ウェイトの拡大、アフィリ
エイト等個人向けカスタム広告市場
の拡大

バナー広告インターネット広告

将 来現 状
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METI 経済産業省プラットフォームの重要性

日本
上質な消費者

日本
NOVA、MORA、

松井証券、アスクル、Nifty,Biglobe・・・

日本
楽天、ｻｲﾊﾞｰﾄﾞ、NTTDocomo、

JustSystem,等
日本

ｿﾆｰ、松下、Aplix,
Access等

韓国

ｻﾑｿﾝ

米国
MS,サン、ｵﾗｸﾙ
ﾍﾞﾘｻｲﾝ、Apple

米国
AOL

韓国
E-Cooperation等

コアソフト、

認証・課金等
コアサービス

欧州
Nokia,

ｼｽﾃﾑ企画・構築

ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
提供サービス

BtoCｻｰﾋﾞｽ提供

日本

高度な技術を持った
中堅・中小企業群

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ

欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）
日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、

ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、

松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、

ＬＧフィリップス
フィリップス、

トムソン

BenQ、Teco、
サンポ

製造装置＆原材料

主要液晶部品メーカ

液晶パネル＆
液晶モジュールメーカ

システムＯＥＭ
（組み立てメーカ）

ブランドメーカ

欧州

日本

日本

台湾

米

日本

キャノン、ニコン（ＴＦＴ露光装置） 等

富士写真フィルム、ＪＳＲ（光学フィルム材料）

凸版印刷、大日本印刷（カラーフィルタ）
日東電工、住友化学（光学フィルム）

スタンレー電気（バックライト） 等

シャープ、日立、
ＴＭＤ、三洋 等

米

独

メルク
（液晶材料）

コーニング（ガラス）

ＴＩ（ドライバＩＣ）

台湾

ＡＵオプト、ＣｈｉＭｅｉ、

ＨａｎＳｔａｒ 等

WalMart、K-Marｔ、
BestBuy（量販店）

Dell、HP、Gateway、
（PCメーカ）

日本

シャープ、ソニー、

松下電器、日立、

東芝 等

サムソン電子、
ＬＧフィリップス

韓国

韓国

サムソン電子、

ＬＧフィリップス
フィリップス、

トムソン

BenQ、Teco、
サンポ

やや分断傾向・・・やや分断傾向・・・

サ
ー
ビ
ス
分
野

情
報
通
信
機
器
・素
材
分
野

ネット・

コミュニ
ティ
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METI 経済産業省

「ライフ・ソリューション・サービス」の円滑な発展のためには、様々なプレイヤーが参入しやすい
市場を作っていくことと、様々な機能面で相互運用性を持った形で拡がりのある「プラットフォー
ム・ビジネス」が形成されること、これを支えていくことが不可欠。

プラットフォーム形成の課題：「ヨコ」の連携不足

〜
認
証
・課
金
等
の

役
務
提
供
〜

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

イ
ン
フ
ラ

端
末

様々な財
(電子商取引）

ST
BX

固
定
電
話
通
信
事
業
者

地
上
波
放
送
事
業
者
・Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
事
業
者

おしゃべり

携
帯
電
話
通
信
事
業
者

衛
星
／
通
信

Ｂ
Ｓ
／
Ｃ
Ｓ
事
業
者

役
務
利
用
放
送
事
業
者

音楽・映像

ＴＶ・
ラジオ

電話機携帯電話電話機パソ
コン

情報家電等

ライフソリューションサービスが未開拓
ＩＴ活用分野に偏りがある

種々のｻｰﾋﾞｽ

教育
（ｅラーニング）

医療
（ﾃﾚﾒﾃﾞｨｼﾝ）

就労
（ﾃﾚﾜｰｸ）

コ
ン
テ
ン
ツ
・財
・
サ
ー
ビ
ス

〜
認
証
・課
金
等
の

役
務
提
供
〜

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
ユ
ー
ザ
（
タ
ー
ミ
ナ
ル
）
の
乖
離

(

固
定
電
話
通
信
事
業
者

地
上
波
放
送
事
業
者
・Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
事
業
者

携
帯
電
話
通
信
事
業
者

衛
星
／
通
信

事
業
者

Ｂ
Ｓ
／
Ｃ
Ｓ
事
業
者

役
務
利
用
放
送
事
業
者

ＴＶ・
ラジオ

電話機携帯電話電話機パソ
コン情報家電等

就労

Ｉ
Ｓ
Ｐ

通
信
事
業
者

機器、サービスに相互運用性がない

ライフ・ソリューション・サービスが未開拓
ＩＴ活用分野に偏りがある

囲い込み（垂直統合）によるビジネスの成立囲い込み（垂直統合）によるビジネスの成立認証・課金・提供システムの占用化認証・課金・提供システムの占用化

（ﾃﾚﾜｰｸ）

「プラットフォーム・ビジネス」の形成
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METI 経済産業省

ＩＴとサービスの融合のためには、利用者から見て、まず魅力的なサービスパッケージ
が提供されることが必要。
こうしたサービスの提供に当たっては、
①自社によって立ち上げる新しいサービス
②他の事業体の提供するサービスの導入
③これら複数のサービスの統合
等が必要。
他方、すでに多くのアプリケーションやサービスが様々なネットワークに混在している
状況の下にあり、それらの相互接続等による一貫したサービス提供は、難しい課題。
よって、費用対効果に優れた方法で、相互運用性を確保した複合サービスを提供でき
る仕組みの導入が不可欠。

ＩＴとサービスの融合条件

Connected Services Framework (Microsoft) Software-Powered Services Network (Microsoft) 
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METI 経済産業省

①EDI受発注方式が、専用線化、ＶＡＮ化、Ｗｅｂ-ＥＤＩ化され、従来の電話、ＦＡＸを含めて通信形態が複雑化、多
様化

②独自ルールによるＥＤＩが増え、各ルール毎の操作担当者の専従化等、間接経費が増加
③取引先毎のＥＤＩシステムの導入・運用のため、コストが増大
④基幹システムへの取り組みが困難であり、変換作業、コストの発生

中小製造業受発注システムにおける現状

得意先ごと EDIが増加し、その対応に専用オペレーター、
専用端末が必要となり、間接経費増大が経営を圧迫

バイヤー
Ｂ社担当

大手バイヤー・Ａ

公開サーバ

大手バイヤー・ B

公開サーバ

大手バイヤー・Ｃ

公開サーバ

受信処理

・
・
・
・
・
・

ＷｅｂＥＤＩ

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

ＦＡ Ｘ

受発注方式・・・ Web-EDI、専用回線、電話、ＦＡＸ

サプライヤ・Ｂ

サプライヤ・Ａ

サプライヤ・Ｃ

サプライヤ・Ｄ

受信処理

受信処理

受信処理

バイヤー

Ａ社担当

バイヤー
C社担当

ＴＮＳ

2

普及阻害要因関連図

効果が
分からない

コストが高い

自
社
要
因

他

社
要
因

・合理化意欲が不足

・現状コストを知らない

・相手方式に従うための
ソフト開発コスト

・社内システムの

レベルアップが必要

・社内技術者不足
・外注コストが高い

・標準化ツールの
導入コストが高い

完成度

ドキュメント整備

普及度

EDI標準

改善・導入

標準ｿﾌﾄﾊﾟｯｹｰｼﾞ
導入

現状ｺｽﾄ
調査・認識

・取引相手が望まない
・相手の能力不足

（中小企業）

主要因

・合理化ツールとしての
ITの有効性不明

・ITの適用分野が不明

＜現状ＥＤＩの問題点＞＜現状ＥＤＩの問題点＞

出所：ＩＴ経営応援隊ＥＤＩ-ＷＧ

企業間電子商取引をめぐる現状

受注者側では、各社個別の専用ソフトが必要となり、多端末化、費用負担、二次加工困難性
発注者側では、海外取引における国際間での取引が断線状態
→ 機能的にも、費用面からもＦＡＸに頼らざるを得ない状況
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METI 経済産業省ＥＤＩのあるべき姿～格差・障壁のないネットワークの実現

生産・流通・物流・卸・小売りを網羅する

共通の標準に基づくプラットホーム

全企業・産業がシングルインターフェイス

インターネット網

出所：ＩＴ経営応援隊ＥＤＩ-ＷＧ

・業界や企業間の格差や障壁のないネットワーク化により、統制の図られた基盤環境を整備
・キャッチアップが必然的に迫られる小規模企業体にあっても、利用可能なプラットフォームを実現
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METI 経済産業省ＥＤＩのあるべき姿～ＩＴ経営を実現

生
産
管
理

在
庫
管
理

経
理
会
計
管
理

物
流
管
理

営
業
顧
客
管
理

販
売
管
理P

O
S

EIP／ERP／SOA 等

ASP／ＶＡＮ事業者 等

ＥＤＩ情報

ＥＤＩ情報

ＥＤＩ情報

・社内システムとの連携強化
・多様なＥＤＩシステムと複数接続（多画面化の排除等）

※EIP（企業情報ポータル）：企業内にある別々のシステムの情報を統合、一元的に表示・検索
ERP (経営資源計画）：生産や販売、在庫、購買、物流、会計、人事／給与などの経営資源を企業全体で統合的に管理
ＳＯＡ (サービス指向アーキテクチャ）：ビジネスプロセス単位に構築されたソフトウェア部品や機能を、ネットワーク上に公開し、相互に連携

出所：中小企業のＩＴ化に関する懇談会 中小企業庁技術課

「業務の効率化」のためのツールから「ＩＴ活用による企業経営」を実現する情報共有基盤
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設
計

試
作

原
価
設
計

納
期
設
計

仕
様
決
定

技
術
開
示

仕
様
情
報

製
品
情
報

企
画

生
産
計
画

見
積

発
注

受
入

生
産

見
積

受
注

生
産

需
要
予
測

在
庫

出
荷

出
荷

請
求

支
払

受
注

出
荷

物
流

販
売

保
守

港
湾
・
税
関

エンジニアリングプロセス ＶＣＭプロセス／計画生産プロセス

Ｓ
Ｃ
Ｍ
プ
ロ
セ
ス
／
受
注
生
産
プ
ロ
セ
ス

複数のメーカが、それぞれ持つ固有の技
術ノウハウを連携させ、より優れた製品を
生み出すためのエンジニアリング型ＥＤＩ
ノウハウの融合（マーケット創造）・工程管
理・技術のすり合わせなど、業種を超えて
連携させることを目的としたＥＤＩシステム 製造メーカから部品メーカ・部材供給者をつなぐＳＣＭ型ＥＤＩ

生産管理から在庫コントロールを主軸に資本回転率の高速化と、
ミス・ロスの排除を行うＥＤＩ

金融決済・港湾関連処
理、税関関連手続きな
どのサービスサポート
型ＥＤＩ
全てのＥＤＩシステムを
サポートし、関連手続き
が業界を超えてスムー
ズに行われるように設
計されたＥＤＩシステム

製造から卸・物流・小売りをつなぐＶＣＭ型ＥＤＩ
マーケティングモデルを中心に在庫のコントロールから自動発
注までをこなすＥＤＩシステム

廃
棄

環境物質情報の共有のためのＥＤＩ

ＥＤＩのあるべき姿～企業活動全般に拡大

◆企業の部門間、企業間、企業規模の壁を越えてた連携

出所：中小企業のＩＴ化に関する懇談会 中小企業庁技術課

受発注業務を中心としたＥＤＩから、企業のあらゆる活動における情報共有による全体最適を実現
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• データ項目の標準化を基本
• 業界内で、辞書などの標準化を維持

– 発注企業と受注企業間でのデータ項目のマッピング（対応づけ）は、業界
団体が辞書の作成、保守を行い、ASPもしくは企業同士で、実装する

• 業際的な標準化は逐次検討

通信手順

データ項目

ヒューマンインターフェース

ビジネスプロセス

共通化対象

個別企業間で対応

標準メッセージ 業界内で共通化

①統一的な標準化にあたっては、データ項目の標準化を基本とし、業界内でメンテナンス
・データ項目は、取引業務の特長により専門的なものが必要であり、最も的確に把握している業界団体
において整備されるが、他業界での使用も考慮し共通化が必要

②業界内で標準化をメンテナンス
・標準化の検討に際しては、国際標準に準じて、統一的な方法で行われることが必要

③業際的な標準化は逐次検討
・業界団体として、会員企業の取引相手が多く所属する業界団体と具体的な検討が望まれる

④企業は、業界団体による標準を実装

出所：ＩＴ経営応援隊ＥＤＩ-ＷＧ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業界 A 業界 B 業界 C 

データ項目定義、コード定義 

EDI 標準メッセージ 

ビジネスプロセス 

ヒューマン・インタフェース 
・ 標準メッセージ処理画面（一覧、明細） 
・ 基本伝票（注文書、納品書、買掛表） 

ERP 

・ 注残管理 

・ 在庫管理 

・ 生産管理 

・ コード変換 

EDI通信機能 

・EDI電文の搬送、高信頼性搬送機能 

標準化 

ア プ

リ ケ

ー シ

 

ERP 

・ 注残管理 

・ 在庫管理 

・ 生産管理 

・ コード変換 

共通化 

相互運用性確保に向けたＥＤＩの標準化、共通化の方向性

企業間連携の実現に向けて、標準化、共通化は、連携の質を左右する重要なテーマとなる
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●JAN(EAN)コード

●CODE３９

主な用途

・食品、生活雑貨用
・ＰＯＳ管理

特長

・全世界で普及
・数字（０～９）のみ
・８桁と１３桁がある

主な用途

・ﾌｧｸﾄﾘｰｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ用
・工業用

特長

・米国ミリタリー規格
・数字と英字が可能

●ＮＷ－７ 主な用途

・宅急便ラベル用
・図書館用
・写真プリント封筒用

特長

・数字＋若干の記号

●ＩＴＦ(標準物流コード) 主な用途

・物流分野
・ビデオ予約

特長

・数字（０～９）のみ

★バーコードの世界では、業界毎の個別規格であった

電子タグでは業界を越えて利用できる統一規格が必要

相互運用性確保に向けた取組みの例～電子タグ～
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◆ 商品トレーサビリティ研究会商品トレーサビリティ研究会（経済産業省設置。国土交通省、農林水産省、厚生労働省が参加）が

次のコード体系統一化案を策定し、コード体系統一化案を策定し、ISOISOに提案（に提案（HH１５１５//５）５）

◆ 現在、規格策定プロセスの途上であり、H16年夏にISO規格となる予定であったが、

上記日本提案規格を書類上どのような分類とするかについて、ＩＳＯ内で事務手続上

のミスがあり、議長が辞任

手続に遅れが生じているが、Ｈ１７年１月に後任として日本人が議長に就任、ISOISO標準の標準の

確定は今年確定は今年度度の見込みの見込み

識別子の共有識別子の共有

それぞれのコードのデータ長は特段定めず、必要に応じ共通の識別子を挿入。その識別子としては、国際的に広く

共有されているISO15418として規格化された識別子を活用。

発番機関コード発番機関コード

ＩＳＯで標準化されているＩＡＣコード（ISO15459）を活用

（例）ＪＡＮ→４５又は４９、ＣＩＩ→ＬＡ、D-U-N-S→ＵＮ

発番機関コード 企業コード 品目コード シリアル番号

（JAN, CII, Duns など） （Ａ㈱、Ｂﾌﾞﾗﾝﾄﾞなど） （各企業で内容管理） （各企業で内容管理）

例：トヨタ

花王･･･

例：プリウス

メリットシャンプー

例：車体番号

ロット番号

電子タグ用商品コードの統一化案を日本からISOに提案

ISO15459ISO15459--44

相互運用性確保に向けた取組みの例～電子タグ～
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• 経済性と信頼性

• 既存の投資価値効果の最大限の活用

• 二重投資の弊害の回避

• 多面的な応需性の確保（拡張性）

• システムの国際性と標準対応

質の高い電子商取引市場の発展に向けて

・IT、半導体等の国内外有力企業によ
る標準化

・PCや半導体分野の標準から対象範
囲を拡大

国内外の半導体メーカ、ＰＣ機器メーカ
との取引

国境を跨いだ生産ネットワークの構築

モノ作りと擦り合わせという我が国の強みを生かした企業間連
携を実現

RosettaNet ＪＥＩＴＡ標準
・実務者中心の実業務に
即した標準化
・電子・電機、半導体業界
の標準化

国内電子機器・部品メーカ
との取引


